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第 15 回部会における意見等について（回答）

資料１
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① 学習塾、教養・技能教授業について、フランチャイズ加盟の実態を把握

すべきではないか。

学習塾、教養・技能教授業については、フランチャイズ形式とそれ以外の

事業形態の相違によって、同じ事業規模であっても売上高・利益（又は経費

項目等）の調査結果が異なることが想定され、フランチャイズ加盟の有無に

ついては、調査結果を分析する際、重要な視点であるとの指摘と理解。従っ

て、ご指摘を踏まえ、調査事項に追加することとしたい。

また、「フランチャイズ加盟の実態」という調査事項の設定に当たっては、

ご指摘のあった学習塾、教養技能教授業のみならず、他の産業においても調

査事項として追加すべき業種の有無を検討し、以下の１０業種（調査票様式

５種類、資料１別添１参照）について「フランチャイズ加盟の有無」に関す

る調査事項を設定したい。

・冠婚葬祭業

・スポーツ施設提供業

・学習塾

・教養・技能教授業

・各種物品賃貸業

・産業用機械器具賃貸業

・事務用機械器具賃貸業

・自動車賃貸業

・スポーツ・娯楽用品賃貸業

・その他の物品賃貸業

なお、調査事項の精粗に当たっては、当該事項は事業形態の実態を把握す

る観点からの設定であることから、全規模の事業所に対し、調査事項として設

定する（４人以下の事業所も把握する）。

【調査票の追加事項】

フランチャイズ

1 フランチャイズに加盟している

2 フランチャイズに加盟していない

４

（あてはまるものを○で囲んでください。）
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② 学習塾について、通信教育に関する調査事項として経理事項としての把握

が困難であるのであれば、通信教育の実施状況に関する調査事項を設定す

べきではないか。

ご指摘の点は、インターネットを活用して実施されている指導方式である

と理解するが、このような方式については、経理事項としての把握が困難であ

るものの、何ら調査事項として設定しない間は、全く実態の把握ができず、学

習塾の構造把握という観点から問題があるのではないか、と認識。また、経理

項目として設定した時点では、既に一定程度のシェアを確保している場合が多

く、ご指摘のような教育方式の創設期から成長している過程が見えてこない場

合が多く、利活用の面から不備があるのではないか、との指摘もあった。

従って、当該調査事項については、その重要性に鑑み、実施状況の有無に

関する調査事項を設定することとしたい。

調査事項の設定に当たっては、インターネットを使った個別指導方式の有

無に関して把握することを念頭に、こうした指導方式を指して“e－ラーニン

グ”との一般的な呼称を用いることとした。

調査事項の精粗に当たっては、現時点における実態を把握することが現在

の目的であると考えることから、全規模の事業所に対し、調査事項として設定

する（４人以下の事業所も把握する）。

他方、当該調査事項の追加に当たっては、調査客体の負担軽減の観点から、

現在設定している調査事項とのスクラップ＆ビルドが必要不可欠と考えてお

り、現在設定している調査事項のうち、プライオリティーを考慮し、「教室・

施設の床面積（自己所有、賃借の別）」の事項を削除することとする。

【調査票の追加事項】
e-ラーニング

1 あり

2 なし

（あてはまるものを○で囲んでください。）

注：e-ラーニングとは、イン
ターネットを使った学習法を
いいます。

８

e－ラーニングの有無

【調査票の削除事項】

教室・施設の床面積

㎡

㎡

７

教室・施設の床面積

自 己 所 有

賃 借
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【参考：「通信教育」と「e-ラーニング」の違い】

学習塾において今後の成長分野として期待しているのは、集団指導方式か

ら個別指導方式の転換である。特に個別指導方式の一形態であるインターネッ

トを使った個別指導方式が期待を集めている。この形態では、インターネット

を経由した先生と生徒による双方向による授業が行われる点が大きな特徴と

なっている。

他方、通信教育とは、教材の配布、回答の送付という一方向の形式であり、

学習塾が成長分野として睨んでいるインターネットを使った個別指導方式と

は異なる。
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③ 調査事項の精粗について、都道府県別表章の有無をも考慮すべきではない

か。

現在設定している調査事項については、すべて都道府県別表章を行うこと

としているところ。

なお、修正案を提出するので、資料１別添２をご参照いただきたい。
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④ 特定サービス産業実態調査と文部科学省の調査の結果を使って、どのよう

なデータの把握が可能か教えて欲しい。

文部科学省は、学校基本調査において、各種学校に対する調査事項として、

課程名や課程別の生徒数などを調査している。これらの調査と特定サービス

産業実態調査結果を用いることで、学習塾の分野と各種学校（予備校及び学

習・補習）の分野を加えた事業所数等の実態把握が可能となる。

詳細は別紙のとおり。



２．通学している子供の数

①「学習塾の生徒数」 （特サビ実態調査）
＋

②「各種学校（予備校及び学習・補習）の生徒数」
（学校基本調査）

特定サービス産業実態調査（学習塾）と学校基本調査（予備校及び学習・補習）との関係

● 特定サービス産業実態調査の対象業種に学習塾を追加することにより、以下の事項の把握
が可能。

１．学習塾と各種学校（予備校及び学習・補習）の事業所数

①「学習塾の事業所数」 （特サビ実態調査）
＋

②「各種学校（予備校及び学習・補習）の学校数」
（学校基本調査）

別紙

・ 学校の所在地、学校名、設置者別、本校分校別

・ 教員数、職員数

・ 課程別名、課程別生徒数、入学者数及び卒業者数 等

「学校基本調査」（基幹統計調査、文部科学省）主たる調査事項



事業所名及び所在地

Ⅰ

Ⅱ 電 話（ ） 局 番

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

Ⅲ 電 話（ ） 局 番

経営組織及び資本金額 本社・支社別 フランチャイズ
Ⅰ 経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額） Ⅰ 事業所の本社・支社別
1 会 社 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

（

3 個人経営 3 支 社（支社、支店、営業所など） 2 フランチャイズに加盟していない

年間売上高

2 会社以外の法人・団 2 本 社（支社、支店、営業所などを持っている本社
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

４

５

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む ）」に占める業務別売上高

２

〒

本 社 の 所 在 地

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま

★

こ
の
調
査
は

、
統
計
法

（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号

）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

〒

－

※
市区町村
番 号

※
事業所番号

平 成 ２ １ 年 １ １ 月 １ 日

※
整 理
番 号

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
調
査
員

（
郵
送
調
査
を
除
く

。

）
に

３

★

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場

★

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
1
0
0
%
と
な
る
よ
う
に

★

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

。

★

記
入
に
当
た

っ
て
は

、
別
紙
の

「
冠
婚
葬
祭
業
調
査
票
記
入

１

－

（あてはまるものを○で
囲んでください。）

1 フランチャイズに加盟している

平 成 ２ 1 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

※ 調 査 区
番 号 )

基幹統計
特定サービス
産業実態統計

冠婚葬祭業調査票（案）
※
都道府県
番 号

あてはま

るものを

○で囲ん

でくださ

い。

あてはま

るものを

○で囲ん

でくださ

い。

Ⅰ

c

＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊
％
＊＊＊
％
＊＊＊
％
＊＊＊

100%＊＊＊ ＊＊＊ 100% 年間売上高 ＊＊＊＊＊＊

その他

年間売上高

その他
式典進行・
設営・葬具

会場・室料
飲食料（ｻｰﾋﾞ
ｽ 料 含 む ）

生 花
返 礼 品
販 売

葬儀一式請負
その他
（ ◆ ）
合 計挙式・介添

料 ・ 室料
飲食料（ｻｰ
ﾋﾞｽ料含む）

花 貸 衣 装 美容・着付 写 真 引き出物

万円

Ⅳ 「結婚式場業務」の年間売上高の業務種類別割合 Ⅴ 「葬儀業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 区 分

挙式・披露宴
その他
（ ◆ ）
合 計 業 務 区 分

百億 十億 億 千万 百万 十万億 千万 百万 十万 万円 千億百万 十万 万円 千億 百億 十億
年間売上高

千億 百億 十億 億 千万

業 務 区 分 結 婚 式 場 業 務 葬 儀 業 務
冠 婚 葬 祭 互 助 会 事 業
（ 手 数 料 収 入 及 び 金 利 収 入 ）

％
＊＊＊
％

Ⅲ 「冠婚葬祭業務」の業務種類別年間売上高

その他業
務の内訳

その他の
業 務一 般

飲 食 店
遊 興
飲 食 店

運輸業務
卸 売 ・
小売業務

不 動 産
業 務

飲 食 店 、 宿 泊 業 務 サ ー ビ ス 業 務

100%

合 計

＊＊＊
％

宿 泊 業
火葬業、
火 葬 場

結婚相談
業、結婚式
場紹介業

その他の
サービス
業 務

＊＊＊
％

億 千万百万十万

％ ％
＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊
％

十億 億 万円千万百万十万万円千億百億十億百億 十億 億 千万 百万

冠 婚 葬 祭 業 務
十万 万円

年 間 売 上 高

事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

業 務 区 分平成20年１１月１日から
平成21年１０月３１日ま
での１年間又は最も近
い決算日前１年間につ
いて記入してください。

事 業 所 の 年 間 売 上 高 そ の 他 業 務
千億

せ
ん

。
ま
た

、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法

に
基
づ
く
基
幹
統
計
調
査
で

、
調
査
対
象
と
な

っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
報
告
の
義
務

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い

。
調
査
票
は

、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ

、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま

千億百億

合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い

。

整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入

）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

入
注
意

」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

。

上記「その他業務」に売上高の記入があ

る場合には、その内訳を記入してください。

「冠婚葬祭業務」の売上高について、その

内訳を下記Ⅲ、Ⅳ、Ⅴの業務種類別に

従って記入してください。注．調査事項５～８については、貴事業所の

みの数値等 を記入してください。他の事業所

分は含みません。

注：５－Ⅳ、５－Ⅴの「その他（ ◆ ）」は、第三役務に係る業務が該当します。

年間取扱件数

件 件 件

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

件

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊ ＊

＊＊＊
件

＊ ＊ ＊＊

＊＊＊
件
＊＊＊
件
＊＊＊
件

＊＊＊
件

＊＊＊
件 件

＊＊＊
件

年 間 葬 儀 取 扱 件 数
件

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

500万円以上

＊＊＊

％ ％

＊＊＊
件
＊＊＊

件
＊＊＊

件
＊＊＊

％ ％ ％％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％

＊＊＊ ＊＊＊

千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額 機械・ 情 報 通 信 機器

万円 区 分 千億 百億 十億 億

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含む。 ）

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

７

件 件 件 件

＊ ＊

Ⅰ

＊＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

400万円以上
500万円未満

Ⅲ 年間披露宴費用規模別取扱件数
（ 披露宴一件あたりの費用を用いて、費用規模別に件数を記入してください。）

Ⅵ 年間葬儀費用規模別取扱件数
（ 葬儀一件あたりの費用を用いて、費用規模別に件数を記入してください。）

50万円未満
50 万円以上
100万円未満

100万円以上
200万円未満

200万円以上
300万円未満

500万円以上50万円未満

件
＊＊＊

200万円以上
300万円未満

300万円以上
400万円未満

50万円以上
100万円未満

100万円以上
200万円未満

件
＊＊＊
件

300万円以上
400万円未満

400万円以上
500万円未満

件 件

神 前 式
キリ ス ト教式
（ 教 会 式 ）

人 前 式 写 式 そ の 他 合 計

う ち 、 冠 婚 葬 祭 互 助 会 を
活 用 し た 件 数

Ⅱ 年間形態別挙式取扱件数
Ⅴ 年間葬儀取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数

１万円以上
1.5万円未満

1.5万円以上
２万円未満

２万円以上
2.5万円未満

2.5万円以上
３万円未満

３万円以上

年 間 取 扱 件 数

Ⅳ 年間披露宴単価規模別取扱件数
（ 披露宴で出席者一人当たりの費用を、単価規模別に件数を記入してください。）

Ⅰ 年間挙式・披露宴取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数

挙式及び披露宴 挙 式 の み 披 露 宴 の み 0.5万円未満

1

６

％ ％ 1 年間売上高
％

0.5万円以上
１万円未満

年間売上高 法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す

。

務
が
あ
り
ま
す

。

ま
す

。

う ち 、 冠 婚 葬 祭 互 助 会 を
活 用 し た 件 数

Ｓ ＭＰ Ｌ Ｅ

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入してください。

従業者数
Ⅰ

②有給役員 ④パート・アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３．

Ⅱ 「冠婚葬祭業務」の部門別従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き 別経営の事業所から派遣されている人を含む ）

＊ ＊

人 人

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊

＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定
労働時間（１週間分）によって算出してください。

Ⅲ の

( 人) 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事
業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

人人 人

(うち 別経営の事業所
に派遣している人)

女 人 人 人 人 ( 人)

(就業時間換算雇用者数)

男 人 人 人 人

③一般に正社員、正職員
などと呼ばれている人

( 人) ( 人)

⑤臨時雇用者
（常用雇用者
以外の雇用者）

総 計
（①～⑤の合計）

８
事業所の従業者数

区 分
①個人業主(個人経
営の事業主）及び
無給の家族従業者

常 用 雇 用 者

平成21年１１
月１日現在
又はこれに
最も近い給
与締切日現
在で記入し
てください。

＊

＊

そ の 他 の 営 業 費 用 注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、
端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ( コンピュータ設計・製造
システム ) などをいいます。合 計

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

外 注 費 合 計

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・装置
情報通信機器

そ の 他

土 地

販 売 手 数 料 建物・その他の有形固定資産

減 価 償 却 費 無 形 固 定 資 産

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

有形
固定
資産

設備・
装置広 告 宣 伝 費 そ の 他

平成20年１１月１
日から平成21年
１０月３１日まで
の１年間又は最
も近い決算日前
１年間について
記入してくださ
い。

施 設 管 理 費

＊＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

Ⅱ 「冠婚葬祭業務」の部門別従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

  備 考 （記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答できる人）の部署名と氏名 報告者（代表者）の氏名

フリガナ

氏 名

経 済 産 業 省

＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊

調理

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

部署名

うち 別経営の事業所
から派遣されている人

人

人

その他 合 計 １級取得者
ホール担当 その他

事業従事者数

Ⅲ 葬祭ディレクターの数

部門別区分 企画・管理 営業 受付
宴会・会食、サービス

司会・進行



事業所名及び所在地

Ⅰ

Ⅱ 電 話（ ） 局 番

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

Ⅲ 電 話（ ） 局 番

経営組織及び資本金額 本社・支社別
Ⅰ 経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額） Ⅲ 公的資本比率 Ⅰ 事業所の本社・支社別

1 会 社 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

3 個人経営 3 支 社（支社、支店、営業所など）

フランチャイズ 事業の形態

平 成 ２ １ 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

※ 調 査 区
番 号 )

基幹統計
特定サービス
産業実態統計

スポーツ施設提供業調査票（案）
※
整 理
番 号

※
都道府県
番 号

※
市区町村
番 号

※
事業所番号

平 成 ２ １ 年 １ １ 月 １ 日

★

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
1
0
0
%
と
な
る
よ

★

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

。

★

記
入
に
当
た

っ
て
は

、
別
紙
の

「
ス
ポ
ー

ツ
施
設
提
供

１ ★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
調
査
員

（
郵
送
調
査
を
除
く

。

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ

★

こ
の
調
査
は

、
統
計
法

（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

〒
－

百億 十億 億

本 社 の 所 在 地

〒
－

あてはまるものを
○で囲んでくだ
さい。

2 会社以外の法人・団体

２ ３

公的資本とは、国、地方公共団体から
の資本（出資）金額をいいます。

あてはまるものを○
で囲んでください。

千億

2 本 社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

％
(少数第１位を四捨五入して記入しください。)

４

千万 百万 十万 万円

５

★

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い フランチャイズ 事業の形態

1 フランチャイズに加盟している １ ゴルフ場 ２ ゴルフ練習場 ３ ボウリング場 ４ フィットネスクラブ

2 フランチャイズに加盟していない ５ 体育館 ６ テニス場 ７ バッティング・テニス練習場 ８ その他

年間売上高
Ⅰ

十万

十万 十万 十万 十万 十万

よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入

）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

供
業
調
査
票
記
入
注
意

」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

。

。

）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い

。
調
査
票
は

、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ

、
厳
重
に
保

さ
れ
ま
せ
ん

。
ま
た

、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す

三
号

）
に
基
づ
く
基
幹
統
計
調
査
で

、
調
査
対
象
と
な

っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
報

６

平成20年１１月１日
から平成21年１０月
３１日までの１年間又
は最も近い決算日
前１年間について記
入してください。

事業所の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
業務区分 スポーツ施設提供業務 そ の 他 業 務

年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 万円 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅲ 「スポーツ施設提供業務」の業務種類別・収入種類別売上高

業 務 区 分
ゴルフ場 ゴルフ練習場 ボウリング場 フィットネスクラブ その他

百億 十億 億 千万 百万 万円 十億 億 千万 百万 万円 百億 十億 億 千万 百万 万円 百億 十億 億 千万 百万 万円 百億 十億 億 千万 百万 万円

収
入
区
分

利用料収入

会費収入

スクール（指
導料）収入

キャディフィ

の 入

＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

あてはまるものを○
で囲んでください。

い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い

。

上記「その他業務」に売上高の記入がある

場合には、その内訳を記入してください。

注．調査事項６～９については、貴事業所のみの数値等

を記入してください。他の事業所分は含みません。 「スポーツ施設提供業務」の売上高について、その内訳を下記

Ⅲの業務種類別・収入種類別区分に従って記入してください。

管
さ
れ
ま
す

。

こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す

。

告
の
義
務
が
あ
り
ま
す

。

その他収入

合 計

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

施設キャパシティ、年間営業日数、年間利用者数等

Ⅲ 「スポーツ施設提供業務」の年間利用者数

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額
事業所の年間営業費用（消費税額を含む。） Ⅱ

管
さ
れ
ま
す

。

こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す

。

告
の
義
務
が
あ
り
ま
す

。

合 計

その他
業務の
内 訳

製造業務
卸売、小売業務 不動産、物品賃貸業務 宿泊、飲食サービス業務 サービス業務

合 計
売店（直営） その他

駐車場
（直営） その他

食堂
（直営）

宿泊施設
（直営） その他

公園、
遊園地

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

遊戯場 その他７

Ⅰ 「スポーツ施設提供業務」の施設キャパシティ、
年間営業日数、年間利用者数

その他の
業務

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊ ＊

＊

１００％
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 務 Ⅱ 事業所の総面積

ゴルフ場 ゴルフ練習場 ボウリング場 その他 ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 務

区分 ゴルフ場 ゴルフ練習場 ボウリング場 フィットネスクラブ

人 人

その他キャパ
シティ 利用

者数

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

営業
日数
＊＊＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

８
Ⅰ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（消費税額を含む。）

平成20年１１月１日から平
成21年１０月３１日までの１
年間又は最も近い決算日
前１年間について記入して
ください。

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

有形
固定
資産

機械・設
備・装置

情 報 通 信 機 器

外 注 費 そ の 他

施 設 管 理 費 土 地

減 価 償 却 費 建物・その他の有形固定資産

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

ホール 打席 レーン
＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

㎡
＊＊＊

日
＊＊＊
日
＊＊＊
日
＊＊＊
日

人 人 人

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

Ｓ ＭＰ Ｌ Ｅ

従業者数
Ⅰ

②有給役員 ④パート・アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３．

賃
借
料

土 地 ・ 建 物 無 形 固 定 資 産

機 械 ・
装 置

情 報 通 信 機 器 合 計

そ の 他 注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入
してください。

注２．過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。
注３．「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電
子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設
計・製造システム)などをいいます。

食 堂 ・ 売 店 （ 直 営 ） 売 上 原 価

男 人 人

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

９
事業所の従業者数

区分
①個人業主(個人経
営の事業主）及び
無給の家族従業者

常 用 雇 用 者

人 人 ( 人)

⑤臨時雇用者
（常用雇用者
以外の雇用者）

総 計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

(うち 別経営の事業所
に派遣している人)

人

女 人 人 人 人 ( 人) 人 ( 人) 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業
所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働
時間（１週間分）によって算出してください。

Ⅱ 「スポーツ施設提供業務」及び「その他業務のうち食堂・売店（直営）」部門別従事者数
（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

平成21年１１
月１日現在
又はこれに
最も近い給
与締切日現
在で記入し
てください。

③一般に正社員、正職員
などと呼ばれている人 (就業時間換算雇用者数)

人 人 ( 人)

人

その他業務

管理・営業 フロント 施設・機械 指導員 キャディ その他 合 計 食堂・売店（直営）
部 門 別 区 分

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 務

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊＊ ＊ ＊ ＊ ＊＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

  備 考 （記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答できる人）の部署名と氏名 報告者（代表者）の氏名

フリガナ

氏 名

経 済 産 業 省

人 人 人 人＊＊＊ ＊＊＊ 人

うち別経営の事業所から
派 遣 さ れ て い る 人 人 人 人 人

事 業 従 事 者 数

人 人

部署名

人人

人
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

人＊＊＊

＊＊＊
人

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊



事業所名及び所在地

Ⅰ

Ⅱ 電話（ ） 局 番

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

Ⅲ 電 話（ ） 局 番

経営組織及び資本金額 本社・支社別 フランチャイズ
Ⅰ 経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額） Ⅰ 事業所の本社・支社別
1 会 社 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

1 フランチャイズに加盟している

3 個人経営 3 支 社（支社、支店、営業所など） 2 フランチャイズに加盟していない

年間売上高

2 会社以外の法人・団体
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

３

2

５

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

２

〒

Ⅱ

本 社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
調
査
員

（
郵
送
調
査
を
除
く

。

）
に
提
出
し

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん

。

★

こ
の
調
査
は

、
統
計
法

（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号

）
に
基
づ

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

〒

－

※整 理
番 号

※都道府県
番 号

※市区町村
番 号

平 成 ２ １ 年 １ １ 月 １ 日

－

※ 調 査 区
番 号 )

基幹統計
特定サービス
産業実態統計

学習塾調査票（案）

★

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印

★

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
1
0
0
%
と
な
る
よ
う
に
整
数

★

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

。

★

記
入
に
当
た

っ
て
は

、
別
紙
の

「
学
習
塾
調
査
票
記
入
注
意

」
を
必

１

本 社 の 所 在 地

平 成 21 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

※事業所番号

４

（あてはまるものを○で囲んでください。）

Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）

注．調査事項 ５～１０については、貴事業所のみの数値等 を記入してください。他の事業所分は含みません。

あてはまるも

のを○で囲

んでくださ

い。

あてはまるも

のを○で囲

んでください。

Ⅲ 「学習塾業務」の年間売上高の Ⅳ 「学習塾業務」の年間売上高の
受講生区分別割合 収入種類別割合 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

６ 講座数、受講生数等
業務種類別 講座数、受講生数等

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

＊＊＊＊ ＊＊＊＊

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

年 間 延 べ 受 講 生 数
％

合 計 100％

個
別
指
導

小 学 生
％

そ の 他

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

＊＊＊＊
％

講 座 数

中 学 生

受 講 生 数 （ 在 席 者 数 ）

うち 新規

％
教材料売上高

％

区 分
集団指導方式 個別指導方式

小学生 中学生 高校生以上 小学生 中学生 高校生以上
集
団
指
導
方
式

小 学 生
％

入会金収入
％

中 学 生
％

受講料収入
％

高校生以上

100

その他業務
の内訳

製造業務
情報通信
業務

卸売・小売
業務

不動産
業務

＊＊＊

サービス
業務

＊＊＊ ＊＊＊

億 千万 百万

その他の
業務

十万

合 計

万円千億 百億

年 間 売 上高

十億 億 千万

注１：「乳・幼児教育」は、「その他業務」に分類してください。

百万 十万 万円

事 業 所 の 年 間 売 上 高 業 務 区 分 学 習 塾 業 務

千億万円 百億 十億

＊＊＊

そ の 他 業 務

＊＊＊

百万 十万

し
て
く
だ
さ
い

。
調
査
票
は

、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ

、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す

。

。
ま
た

、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く

づ
く
基
幹
統
計
調
査
で

、
調
査
対
象
と
な

っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
報
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す

。

印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い

。

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入

）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

。

＊＊＊

受 講 生 区 分 年 間 売 上 高 収 入 区 分 年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万

上記「その他業務」に売上高の記入があ

る場合には、その内訳を記入してください。「学習塾業務」の売上高について、その内訳を下記Ⅲの受講

生区分、Ⅳの収入種類別に従って記入してください。

平成20年11月1

日から平成21年

10月31日までの１

年間又は最も近

い決算日前１年

間について記入

してください。

時間 時間 時間 時間 時間 時間

注１： 夏期・冬期・春期等、期間限定の短期講習も含めて記入してください。

注２：

注２：売上高は、夏期・冬期・春期等期間限定の短期講習による売上高も含めて記入してください。

注３：個別指導方式とは、一人の教師が３人以下の生徒に対し個別に指導するものをいいます。 注３： 「年間延べ受講生数」は平成20年11月1日から平成21年10月31日までの延べ受講生数を業務種類別に記入してください。

注４： 「年間延べ講座開設時間数」は平成20年11月1日から平成21年10月31日までの延べ講座開設時間を業務種類別に記入してください。

入会金・講座単価等 e-ラーニング
Ⅰ 入会金及び講座の1時間あたり受講料（ 消費税額を含む。）

円 円 円

1 あり 1 あり

2 なし 2 なし

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額
事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（ 消費税額を含む。)

（あてはまるものを○で囲んでください。）

注：e-ラーニングとは、イン
ターネットを使った学習法
をいいます。

* *

* * * * * * *

* * * * * *

* *

* * * * * * * *

* *

* ** ** * *

* * * * * *

* **

* * * * *

*

＊＊＊＊＊円/時

*

百万 十万

* * * *

*

千億

*

*

万円

*

百億

*

* *

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

＊＊＊＊＊円/時

「受講生数(在席者数)」は平成21年11月１日現在の在席者数を記入し、うち新規は、平成20年11月１日以降に入会した受講生の在
席者数を記入してください。

（あてはまるものを○で囲んでください。）

年間延べ講座開設時間数

* *

減 価 償 却 費

そ の 他

* *

＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

円/時＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊円/時

億 千万

警 備 費 土 地

外注費（教材購入費を含む。） 建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

*

*

* *

給 与 支 給 総 額

有形
固定
資産

機械・
設備・
装置

情 報 通 信 機 器

広 告 宣 伝 費 * * *

*

十億 億

* * * *

千万

*

９

区 分 千億 百億 十億 区 分

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊円/時

講 座 の １ 時 間
当 た り 受 講 料

集団指導方式

個別指導方式 ＊＊＊＊＊円/時

７ ８

Ⅱ 受講料の前受金の有無
区 分 小 学 生 中 学 生 高校生以上

入 会 金 単 価 ＊＊＊＊＊

合 計 100％

方
式

百万 十万 万円

**

e－ラーニングの有無

高校生以上
％

く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す

。

Ⅰ Ⅱ

平成20年11月1

日から平成21

年10月31日ま

での１年間又は

これに近い決算

日前１年間につ

いて記入してく

ださい

Ｓ ＭＰ Ｌ Ｅ

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入してください。

過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

従業者数

Ⅰ事業所の従業者数

「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

Ⅱ 「学習塾業務」の部門別事業従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

講 師
警備員

一般に正社員、
正職員などと呼
ばれている人

④
パート・アルバイ
トなど

** * * *

人 （ 人） 人

人

** *

* * * * * * *

*

* * * * * * * *

* * * * * *

* *

* * * * * * * *

*

* *

* * * * *

* * * * * *減 価 償 却 費

男

その他 合 計
専任（月給制） 非専任（時給制）

部 門 別 区 分 管理・営業部門

①

個人業主(個人
経営の事業主）
及び無給の家族
従業者

注３:

⑤有給役員
③

合 計

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

１０

機 械 ・
装 置

情報通信機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

女

注２：

*

無 形 固 定 資 産

合 計

*

(うち 別経営の事業
所に派遣している人)

臨時雇用者（常
用雇用者以外の
雇用者）

「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端
末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・製造システム)などをいい
ます。

人）

人）

総 計
（①～⑤の合計）

(就業時間換算雇用者数)

総計のほかに別経
営の事業所から派
遣されている人

人

人（

（ 人） 人

注３：

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイ
マー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２:

注１:

人

人

人

人

人 人

注１：

常 用 雇 用 者

②

人

（

人

区 分

ださい。

平成21年11月1

日現在又はこ

れに近い給与

締切り日現在で

記入してくださ

い。

  備 考 （記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答できる人）の部署名と氏名 報告者（代表者）の氏名
フリガナ

氏 名

経 済 産 業 省

人

人

人

人

＊＊＊＊＊ 人 ＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊ 人 ＊＊＊＊＊ 人 ＊＊＊＊＊

人

部署名

＊＊＊＊＊

人

うち別経営の事業所か
ら派遣されている人

（ ） （ ）

人

＊＊＊＊＊ 人 人事 業 従 事 者 数



事業所名及び所在地

Ⅰ

Ⅱ 電 話（ ） 局 番

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

Ⅲ 電 話（ ） 局 番

経営組織及び資本金額 本社・支社別
Ⅰ 経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額） Ⅰ 事業所の本社・支社別 事業所の事業形態

1 会 社 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所） 1 音楽 6 スポーツ・健康

2 書道 7

3 生花・茶道 8

3 個人経営 3 支 社（支社、支店、営業所など） 4 そろばん 9

5 外国語会話

年間売上高 フランチャイズ

事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅱ 事業所の年間売上高の業務種類別収入額（消費税額を含む。）

1 フランチ イズに加盟している

Ⅱ

カルチャーセンター

家庭教師

万円

４

（あてはまるものを○で囲んでください。）

２

その他

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
調
査
員

（
郵
送
調
査
を
除
く

。

）
に
提
出
し
て

万

５

収 入 区 分

Ⅰ

千億

万

３

百万

万

万円

本 社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

本 社 の 所 在 地

〒
－

－

１
フ リ ガ ナ ★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん

。
ま

★

こ
の
調
査
は

、
統
計
法

（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号

）
に
基
づ
く

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

〒

※整 理
番 号

※都道府県
番 号

※市区町村
番 号

※事 業 所
番 号

平 成 ２ １ 年 １ １ 月 １ 日

★

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容

★

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が
1
0
0
%
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点

★

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

。

★

記
入
に
当
た

っ
て
は

、
別
紙
の

「
教
養
・
技
能
教
授
業
調
査
票
記
入
注
意

平 成 21 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査
※ 調 査 区
番 号 )

基幹統計
特定サービス
産業実態統計
教 養 ・ 技 能 教 授 業 調 査 票 （ 案 ）

十万

2 会社以外の法人・団体 2

百億 十億 億 千万
あてはまる

ものを○で

囲んでくだ

さい。

Ⅰ、Ⅱそれ

ぞれ、あて

はまるもの

一つを○で

囲んでくださ

い。

1 フランチャイズに加盟している

2 フランチャイズに加盟していない

注３：「売店(直営)」、「食堂(直営)」の割合は、それぞれ「卸売・小売業務」、「飲食店、宿泊業務」の内訳として、５－Ⅱの「その他業務」に占める割合を記入してください。

講座数、受講者数等 受講料及び入会金等 前受金
業務種類別 講座数、受講生数等 Ⅰ 講座の1時間あたり受講料（ 消費税額を含む。）

1 あり ２ なし
Ⅱ 入会金（ 消費税額を含む ）

収 入 区 分 年間売上高

注１：「売店」、「食堂」の収入は、「その他業務」に含めて記入してください。

％

％

％

万円

注２： ５－Ⅱの「教養・技能教授業務」の内訳を合計した金額
（太枠部分）に対する割合を記入してください。

教
養
・
技
能
教
授
業
務

合 計

入 会 金 収 入

会費収入及び受講料の前受金の有無
（あてはまるものを○で囲んでください。）

会 費 収 入

受 講 料 収 入

施 設 利 用 料 収 入

教 材 料 売 上 高

そ の 他

＊＊＊

区 分
カルチャー
センター業務

外国語会話
教授業務

その他の教養・
技能教授業務

講 座 数 ＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

く
だ
さ
い

。
調
査
票
は

、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ

、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す

。

＊＊＊

６ ７ ８

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

100

％

％

％その他業務の
内訳

製造業務

＊＊＊ ％ ＊＊＊ ％

合 計

＊＊＊ ％

その他の教養・
技能教授業務

そ の 他 業 務

外国語会話
教 授 業 務

＊＊＊ ％ ＊＊＊ ％ ＊＊＊ ％

％

千億 百億 十億 億 千万 百万

十億 億

＊＊＊ ％ ＊＊＊ ％

十万

１００％

事 業 所 の 年 間 売 上 高
収 入 区 分 千億 百億

カ ル チ ャ ー
センター業務

十万 万円 教
養
・
技
能
教
授
業
務

千万 百万

卸売・小売業務
情報通信業務

飲食店、宿泊業務

食堂(直営) その他

た

、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ

基
幹
統
計
調
査
で

、
調
査
対
象
と
な

っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
報
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す

。

売店(直営)

容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い

。

点
以
下
は
四
捨
五
入

）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

。

円／時間
＊＊＊＊

その他
サービス
業務

その他の
業務

＊＊＊＊＊

上記「その他業務」に売上高の記入がある場合は、その内訳を記入してください。
注．調査事項

５～1１については、

貴事業所のみの数

値等 を記入してく

ださい。他の事業

所分は含みません。

平成20年11月1日から平成21年10月31日ま

での１年間又は最も近い決算日前１年間に

ついて記入してください。

Ⅱ 入会金（ 消費税額を含む。）

人 （あてはまるものを○で囲んでください。）

教室・施設の床面積
人 人 人 1 あり →

教室・施設の床面積
人 人 人

2

通信講座及び公開講座等で受講料を徴収する場合については含めてください。

提携（協力）して開催している講座及び受講料無料の講演会等については含めないでください。

「年間延べ受講者数」は平成20年11月1日から平成21年10月31日までの延べ受講者数を業務種類別に記入してください。

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額
Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（ 消費税額を含む。)

９

自己所有 ＊＊＊＊
㎡

賃 借 ＊＊＊＊
㎡

「年間延べ講座開設時間数」は平成20年11月1日から平成21年10月31日までの延べ講座開設時間を業務種類別に記入してください。

なし

＊＊＊＊＊
円

「受講者数・利用者数」は平成21年11月１日現在の会員数を記入し、うち新規は平成20年11月１日以降に入会した会員数を記入してください。注３：

注４：

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記
入してください。

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

万円

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

十万

＊

千万

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

無 形 固 定 資 産

合 計

千億 百億 十億 億

＊ ＊ ＊ ＊

区 分

情 報 通 信 機 器

そ の 他

機械・
設備・
装 置

土 地

建物・その他の有形固定資産

有
形
固
定
資
産

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊

＊

＊ ＊

＊

＊

＊ ＊

＊

＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊＊

億 千万

＊＊

＊

＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊

千億 百億 十億

教 材 作 成 費

注１：

１０

＊ ＊

給 与 支 給 総 額

講 師 謝 礼

広 告 宣 伝 費

光 熱 ・ 水 道 料

食 堂 ・ 売 店 （ 直 営 ）
売 上 原 価

＊

外 注 費

＊

＊

うち 新 規

年間延べ受講者数・利用者数

年間延べ講座開設時間数

受 講 者 数 ・ 利 用 者 数
人 人 て

お
り
ま
す

。

＊

時間 時間 時間

＊

＊＊＊＊＊

Ⅱ

＊＊＊＊＊

＊ ＊

＊＊＊＊＊

百万

＊

注５：

注１：

注２：

十万 万円区 分 百万

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

平成20年11月1日

から平成21年10月

31日までの１年間

又はこれに近い決

算日前１年間につ

いて記入してくださ

い。

Ｓ ＭＰ Ｌ Ｅ

過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

従業者数
Ⅰ事業所の従業者数

注１：

注２： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。
注３：

Ⅱ 「教養・技能教授業務」及び「その他業務のうち食堂・売店（直営）」の部門別事業従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

女

（ 人）人人

人 人）（人 （

人）

人）

（

人

(うち 別経営の事業所
に派遣している人)

入してください。

「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミ
リ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コン
ピュータ設計・製造システム)などをいいます。

男

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

人

人

人

人

人

減 価 償 却 費

合 計

＊ ＊ ＊

部 門 別 区 分 管 理 営 業 講 師 イ ン ス ト ラ ク タ

総 計
（①～⑤の合計）

人

注２：

注３：

(就業時間換算雇用者数)

人

１１

そ の 他 の 営 業 費 用

機 械 ・
装 置

賃
借
料

区 分

人

人

情報通信機器

そ の 他

①

個人業主(個人
経営の事業主）
及び無給の家族
従業者

②有給役員
③

総計のほかに別経営
の事業所から派遣さ
れている人

土 地 ・ 建 物

＊

⑤
臨時雇用者（常
用雇用者以外の
雇用者）

その他業務

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱
託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

教 養 ・ 技 能 教 授 業 務

④
パート・アルバイ
トなど

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週
間分）によって算出してください。

常 用 雇 用 者

一般に正社員、
正職員などと呼
ばれている人

＊ ＊

平成21年11月1日

現在又はこれに

近い給与締切り

日現在で記入し

てください。

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

  備 考 （記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答できる人）の部署名と氏名 報告者（代表者）の氏名
フリガナ

氏 名

経 済 産 業 省

部 門 別 区 分

部署名

事 業 従 事 者 数

うち 別経営の事業所から
派 遣 さ れ て い る 人

＊＊＊＊

＊＊＊＊ ＊＊＊＊

管 理 ・ 営 業
部 門

講 師 ・ イ ン ス ト ラ ク タ ー
そ の 他 食堂・売店（直営）

専任（月給制） 非専任（時給制）
合 計

＊＊＊＊ ＊＊＊＊

＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊



事業所名及び所在地

Ⅰ

Ⅱ 電話（ ） 局 番

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。）

Ⅲ 電 話（ ） 局 番

★

あ
ら
か
じ
め
事
業
所
名
・
所
在
地

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
調
査
員

本 社 の 所 在 地

〒

★

こ
の
調
査
は

、
統
計
法

（
平
成
十

－

★

こ
の
調
査
票
は

、
統
計
作
成
の
目

※
都道府県
番 号

※
市区町村
番 号

※
事業所番号

（各種物品賃貸業、産業用機械器具賃貸業、事務用機械器具賃貸業、
自動車賃貸業、スポーツ・娯楽用品賃貸業、その他の物品賃貸業）

平 成 ２ 1 年 １ １ 月 １ 日

※
整 理
番 号

★

割
合
を
記
入
す
る
項
目
は
合
計
が

★

※
印
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

★

記
入
に
当
た

っ
て
は

、
別
紙
の

１
フ リ ガ ナ

事 業 所 名

事 業 所 の所 在地

〒

平 成 ２ １ 年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査

※ 調 査 区
番 号

)
基幹統計
特定サービス
産業実態統計

物品賃貸業調査票（案）

経営組織及び資本金額 本社・支社別 フランチャイズ
Ⅰ 経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額） Ⅰ 事業所の本社・支社別
1 会 社 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

1 フランチャイズに加盟している

3 個人経営 3 支 社（支社、支店、営業所など） 2 フランチャイズに加盟していない

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

Ⅱ ％ ％ ％ ％ ％

４

万円

2 会社以外の法人・団 2

３

千億 百億

（あてはまるものを○で
囲んでください。）

地
等
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
場
合
は
印
刷
内
容
を
確
認
し
て
変
更
が
あ
れ
ば
必
ず
訂
正
し
て
く
だ
さ
い

占める業務別年間売上高

本 社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

十億 億 千万 百万 十万

万円

各種物品賃貸業務(＊) （Ａ） 自動車賃貸業務 （Ｄ）

産業用機械器具賃貸業務 （Ｂ） スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）

百億 十億 億千万 千万 百万百万 十万 万円 区 分 兆 千億区 分 兆 千億 百億 十億 億

千億

合 計

１００％Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に

その他業務
の 内 訳

製造業務 卸売・小売業務 金融・保険業務 その他の業務

億 十万 万円

その他業務
兆

５ 年間売上高

事業所の年間売上高
兆 千億

（平成２０年１１月１日から平成２１年１０月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。）

サービス業務

十万

千万 百万 十万 万円

物 品 賃 貸 業 務

２

（
郵
送
調
査
を
除
く

。

）
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い

。
調
査
票
は

、
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ

、
厳
重

十億

〒
－

百万百億

十
九
年
法
律
第
五
十
三
号

）
に
基
づ
く
基
幹
統
計
調
査
で

、
調
査
対
象
と
な

っ
た
す
べ
て
の
事
業
所

千万 百億 十億 億

目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん

。
ま
た

、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏

が
1
0
0
%
と
な
る
よ
う
に
整
数

（
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入

）
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

い

。
「
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意

」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

。

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊

「その他業務」に売上高の記入がある場合には、その内訳を記入してください。事業所の年間売上高のうち、「物品賃貸業務」に

ついて下記Ⅱに記入してください。

注．調査事項「５～１０」については、貴事業所のみの数値等を

記入してください。他の事業所分は含みません。

あてはまる

ものを○で

囲んでくだ

さい。

あてはまる

ものを○で

囲んでくだ

さい。

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

。

リ ー ス 投 資 資 産 原 価

十億 億

＊

区 分 兆 千億

賃
借
料

土 地 ・ 建 物 無 形 固 定 資 産

機械・
装置

情報通信機器 合 計

そ の 他
注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を
記入してください。
注２．過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。そ の 他 の 営 業 費 用

そ の 他

資 金 原 価 土 地

減 価 償 却 費 建物・その他の有形固定資産

＊
＊ ＊＊＊

万円

給 与 支 給 総 額
有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

レンタル・リース物件

貸 与 資 産 原 価 情 報 通 信 機 器

百万 十万 万円 千万 百万 十万

６

Ⅰ 事業所の年間営業費用（消費税額を含む。） Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（消費税額を含む。）

平成２０年１１月１日
から平成２１年１０月
３１日までの１年間又
は最も近い決算日
前１年間について記
入してください。

区 分 兆 千億 百億

事務用機械器具賃貸業務 （Ｃ） その他の物品賃貸業務 （Ｆ）

＊ ＊ ＊

百億 十億 億千万

に
保
管
さ
れ
ま
す

。

所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す

。

ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す

。＊
＊

＊＊＊＊＊
＊＊

＊＊＊＊＊＊＊
＊

＊＊＊＊＊

＊＊ ＊＊＊

＊

＊＊＊＊＊
＊＊＊
＊
＊

＊＊＊＊＊ ＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊
＊

＊

＊＊
＊＊

＊

＊＊＊＊＊
＊＊

＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊

＊
＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊

＊
＊＊＊＊＊
＊ ＊＊

＊
＊

＊
＊
＊
＊
＊

＊

＊
＊
＊

注：「各種物品賃貸業務（Ａ）」、「産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）」、「事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）」、「自動車賃貸業務（Ｄ）」、「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」、「その他の物

品賃貸業務（Ｆ）」のうち、売上高が最も多い業務（＝以下、主たる業務）のみについて、下記の調査項目「７ のⅡ 部門別事業従事者数」及び裏面の「レンタル年間売上高」、

「リース年間契約高」及び「レンタル年間売上高」、「リース年間契約高」の物件別割合、「リース年間契約件数」等の項目について記入してください。

＊「各種物品賃貸業務」とは、 「総合リース業」、「その他の各種物品賃貸業」（詳細は裏面の最下段を参照。）に該当する場合をいいます。貴事業所が「各種物品賃貸業務（Ａ）」

欄に該当する場合は、物品賃貸業務による売上高を全てこの欄に含めて記入してください。

Ｓ Ｍ Ｐ Ｌ Ｅ

Ⅲ

従業者数

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３．

Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数 （ 別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。 ）

＊＊＊＊＊

合 計管理・営業部門

＊＊＊＊＊
人

保守・管理・操作部門 その他

人

人

＊＊＊＊＊
人
＊＊＊＊＊

人

人

人

部 門 区 分

事 業 従 事 者 数

うち別経営の事業所
から派遣されている人 ＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊
人

＊＊＊＊＊

リ ー ス 投 資 資 産

７

Ⅰ

人

⑤臨時雇用者
（常用雇用者以外
の雇用者）

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

＊ ＊ ＊＊＊

事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額

区 分 兆 千億 百億 十億 億

注３．「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、
電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ
設計・製造システム)などをいいます。

合 計

人 （ 人） 人

人人

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

総 計
（①～⑤の合計）

男
人

事業所の従業者数

区分

①個人業主
(個人経営の事業
主）及び無給の家
族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者

(就業時間換算雇用者
数)

人 （ 人） 人

平成21年１１月
１日現在又はこ
れに最も近い
給与締切日現
在で記入してく
ださい。

③一般に正社員、
正職員などと
呼ばれている人

④パート・
アルバイトなど

(うち 別経営の事業
所に派遣している人)

人

女
人 人 人 人 （ 人） 人（ 人）

＊

千万 百万 十万 万円

＊ ＊

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間
（１週間分）によって算出してください。

＊

人 人 人

裏 面 に 続 く
人さ てい



Ⅰ 「主たる業務」の「レンタル年間売上高(消費税額を含む。）」、「リース年間契約高（消費税額を含む。）」

Ⅱ

注：「リース年間契約高」とは、５のⅡの「主たる業務」の年間売上高とは異なります。
５のⅡの「主たる業務」に係る過去１年間の契約額を記入してください。

％ ％ ％ ％ ％ ％

通信機器
ｻｰﾋﾞｽ業用
機械･設備

その他の産業
用機械･設備

電子計算機･
同関連機器

事務用
機 器

レンタル年間売上高
％ ％ ％ ％

「主たる業務」の「レンタル年間売上高」、「リース年間契約高」の物件別割合

物件区分

各種物品（Ａ）

産業用機械器具（Ｂ） 事務用機械器具（Ｃ）

産 業
機 械

工 作
機 械

土木・
建設機械

医療用
機 器

商業用
機械･設備

十億 億 千万 百万 十万 万円百万 十万 万円 兆 千億 百億兆 千億 百億 十億 億 千万

表面の調査事項「５のⅡ」欄の「各種物品賃貸業務（Ａ）」、「産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）」、「事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）」、「自動車賃貸業務
（Ｄ）」、「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」、「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」のうち、売上高が最も多い業務（＝以下、主たる業務）のみについて、
下記の「レンタル年間売上高」、「リース年間契約高」及び「レンタル年間売上高」、「リース年間契約高」の物件別割合、「リース年間契約件数」等
の項目について記入してください。

８ 年間売上高、契約高 （平成２０年１１月１日から平成２１年１０月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。）

レンタル年間売上高 リース年間契約高（注）

＊＊＊

Ⅲ 「主たる業務」の「レンタル年間売上高」及び「リース年間契約高」の契約先産業別割合

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

年間契約件数

Ⅰ－１ 「主たる業務」のリース年間契約件数 Ⅰ－２ 「主たる業務」のレンタル年間契約件数及びリース年間契約件数

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

うち、代車向

リース レンタル

その他（Ｆ）

法人向け 個人向け
映画・演劇
用 品

音楽・映像
記 録 物

貸衣しょう その他
業 務 区 分

各種物品
賃貸業務
（Ａ）

産業用機
械器具賃
貸業務（Ｂ）

事務用機
械器具賃
貸業務（Ｃ）

業 務 区 分

自動車（Ｄ）

100%

％

９

（主たる業務が各種物品賃貸業務、産業用機械器具賃貸業務、事務用機械器具賃貸業務の場合。） （主たる業務が自動車賃貸業務、その他の物品賃貸業務の場合。）

リース年間契約高

レンタル年間売上高
％ ％ ％ ％

100%

教育，学
習支援業

サービス
業
公 務 同業者

その他

合 計その他
の産業

個人

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産
業，物品
賃貸業
（同業者
を除く）

学術研
究，専門・
技術サー
ビス業

宿泊業，
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業，
娯楽業

契約先産業
区 分

建設業 製造業

電気･
ガス
・熱供給
･水道業

情報
通信業

運輸業，
郵便業

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

うち、代車向

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合 計
自動車（Ｄ） スポーツ・

娯楽用品
（Ｅ）

その他（Ｆ）

法人向け 個人向け
映画・演劇
用 品

音楽・映像
記 録 物

貸衣しょう その他

％ ％ ％ ％ ％

各種物品（Ａ）つづき

リース年間契約高
％ ％ ％ ％ ％

％

％ ％

％％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

％ ％ ％％ ％

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

注：調査事項「９のⅠ－１」の（Ａ）～（Ｃ）いずれかのリース年間契約件数について左欄の契約期間別に件数を記入してください。

リース年間契約件数と契約期間別件数の合計は同じ件数になるように記入してください。

５のⅡの「主たる業務」が「自動車賃貸業務（Ｄ）」の場合、下記の項目を記入してください。

以下は、主たる業務が「自動車賃貸業務（Ｄ）」「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」のいずれかの場合にのみ記入してください。

１年を超え
３年未満

平成２１年１１月１日
現在で保有している
自動車の台数を
記入してください。 注：調査事項「８-Ⅰ」の「レンタル年間売上高」を１００％として、それに占める割合を記入

してください。なお、割合％は、小数点以下は四捨五入して、整数で記入してください。

Ⅱ 「自動車賃貸業務」のレンタル業務年間売上高におけるインターネットを経由して受付けた割合

レンタル
台

リ ー ス
台

インターネット受付割合
％

Ⅰ

１０ 保有数量等

「自動車賃貸業務」に係る保有自動車台数

３年以上
５年未満

５年以上

契約件数
件 件 件

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

件

うち保守・管理の条件（義務）
のある契約件数契 約 期 間 台 台

件 台 台 件 件 件

台 台

うち保守・管理・操作の条件
（義務）のある契約件数

リース
年間契約件数件 件

件 台 台 台

リース
年間契約件数

レンタル
年間契約件数件 件 台 台

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

★表面 調査事項「５のⅡ」で記入した（Ａ）～（Ｄ）、（Ｆ）の業務のうちで、売上高が最も多い業務１つ（＝主たる業務）について、調査事項「９のⅠ－１」又は「９のⅠ-２」の（Ａ）～（Ｄ）、（Ｆ）の表のうち、該当する業務

の表のみに、主たる業務の「レンタル年間売上高」及び「リース年間契約高」に係る年間契約件数を記入してください。Ｓ ＭＰ Ｌ Ｅ

５のⅡの「主たる業務」が「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」の場合、下記の項目を記入してください。

Ⅲ

Ⅲ－１ 主な賃貸物件（主たる賃貸物件一つを○で囲んでください。） Ⅳ

Ⅲ－２ Ⅲ－３ 営業日数

５のⅡの「主たる業務」が「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」の
場合、下記の項目を記入してください。賃貸物件、商品保有数量及び貸出数量、営業日数

保 有 貸 衣 し ょ う

年間営業日数

貸出し そ の 他

十 一
区 分 百

レ
ン
タ
ル

十 一

保 有 数 量区 分

映画・演劇用品「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」
に係る商品保有数量及び貸出し
数量
区 分

数 量
音楽・映像記録物

千万 百

１．スキー、
スノーボード

２．スケート ３．自転車 ４．ヨット、水上バイク、
モーターボート

５．テント ６．その他

レンタル物品の保有数量

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊

＊表面 調査事項「５のⅡ」に関連する 「総合リース業」、「その他の各種物品賃貸業」の詳細については、以下のとおりです。
１：総合リース業

産業機械、設備、その他の物品を特定の使用者にかわって調達し、それを賃貸する事業のうち、賃貸するものが、「産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）」、「事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）」、「自動車賃貸業務

（Ｄ）」、「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」、「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」の５業務で取り扱う物件のうちの３つ以上にわたり、かつ、賃貸する期間が１年以上にわたるもので、その期間中に解約できる旨の

定めがない条件で賃貸する業務をいいます。

２：その他の各種物品賃貸業

物品賃貸業のうち、「産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）」、「事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）」、「自動車賃貸業務（Ｄ）」、「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」、「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」の５業務で取り扱う物

件のうちの３つ以上にわたる各種の物品を賃貸するものであって、他に分類されない業務をいいます。

備 考 （記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。） 記入者（記入内容の照会に回答できる人）の部署名と氏名 報告者（代表者）の氏名
部署名 フリガナ

氏 名

経 済 産 業 省

件のうちの 以 にわたる各種の物品を賃貸するものであ て、他に分類されな 業務を ます。



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

冠婚葬祭業 精粗
都道府
県表章

映画館 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

興行場（別掲を除く），興行団 精粗
都道府
県表章

３階 年間形態別挙式取扱件数 ○ 映画館の系列、公開形態、立地環境 事業所全体年間売上高（その他の収入の内訳） ○
年間披露宴費用規模別取扱件数 ○ 開設年 入場可能定員数 ○
年間披露宴単価規模別取扱件数 ○ 座席数 年間使用日数 ○
年間葬儀費用規模別取扱件数 ○

２階

事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） 事業所全体年間売上高（収入種類別の年間売上高） ○ ○
事業所全体年間売上高（細分類毎の業務種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○

年間営業費用（施設管理費） ○ 年間営業費用（施設管理費） 年間営業費用（選手契約料・出演契約料） ○
年間営業費用（販売手数料） ○ 年間営業費用（上映映画料） 年間営業費用（施設管理費） ○
年間営業費用（広告宣伝費） ○ 年間営業費用（広告宣伝費） 年間営業費用（食堂・売店（直営）売上原価） ○

年間営業費用（売店（直営）売上原価） 年間営業費用（広告宣伝費） ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

年間挙式・披露宴取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数 ○ ○ 入場者数（邦画・洋画の別） 年間入場者数（入場料収入が発生した興業） ○ ○
年間葬儀取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数 ○ ○ 入場者数（アニメーションの別） 年間興業回数（入場料収入が発生した興業） ○
葬祭ディレクター（1級取得者）の数 ○ ○ 公開本数（邦画・洋画の別）

公開本数（アニメーションの別）
スクリーン数

１階 事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 経営組織及び資本金額 ○ ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 事業所全体年間売上高 ○ ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（外注費） 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（減価償却費） 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） 事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

スポーツ施設提供業 精粗
都道府
県表章

公園，遊園地、テーマパーク 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

学習塾 精粗
都道府
県表章

ホール数等施設のキャパシティ（業務種類別） ○ 総敷地面積 業務種類別受講者数・利用者数「新規」 ○
事業所の総面積 ○ 駐車場の台数 業務種類別年間延べ受講者数・利用者数 ○
営業日数（業務種類別） ○ 保有施設 業務種類別年間延べ講座開設時間数 ○

前受金 ○
教室・施設の床面積 ○

事業所の事業形態 ○ ○

事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） 事業所全体年間売上高（受講生別） ○ ○
事業所全体年間売上高（収入種類別） ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） 事業所全体年間売上高（収入種類別） ○ ○
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳）

年間営業費用（施設管理費） ○ 年間営業費用（施設管理費） 年間営業費用（広告宣伝費） ○
年間営業費用（食堂・売店（直営）売上原価） ○ 年間営業費用（食堂（直営）売上原価） 年間営業費用（警備費） ○

年間営業費用（売店（直営）売上原価）
年間営業費用（広告宣伝費）

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○
主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数「講師」） ○ ○

利用者数（業務種類別） ○ ○ 入場料の有無及び入場料 業務種類別講座数 ○
年間入場者数又は年間利用者数 業務種類別受講者数・利用者数 ○ ○

受講料及び入会金 ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 経営組織及び資本金額 ○ ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ 事業所全体年間売上高 事業所全体年間売上高 ○ ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ 年間営業費用（合計） 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（原価償却費） 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（外注費） 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

教養・技能教授業 精粗
都道府
県表章

ソフトウェア業 精粗
都道府
県表章

情報処理・提供サービス業 精粗
都道府
県表章

業務種類別受講者数・利用者数「新規」 ○
業務種類別年間延べ受講者数・利用者数 ○
業務種類別年間延べ講座開設時間数 ○
前受金 ○
教室・施設の床面積 ○

事業所の事業形態 ○ ○

事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○
事業所全体年間売上高（収入種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳）

年間営業費用（講師謝礼） ○ 年間営業費用（外注費の国内国外別） ○ 年間営業費用（外注費の国内国外別） ○
年間営業費用（教材作成費） ○
年間営業費用（光熱・水道料） ○
年間営業費用（食堂・売店（直営）売上原価） ○
年間営業費用（広告宣伝費） ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○
主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数「講師、インストラクター」） ○ ○

業務種類別講座数 ○
業務種類別受講者数・利用者数 ○ ○
受講料及び入会金 ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○ ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（原価償却費） ○ 年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○ 主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

インターネット附随サービス業
都道府
県表章

映像情報制作・配給業 精粗
都道府
県表章

音声情報制作業 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

レコード販売収入の販売枚数規模別割合
保有総音源数

企業の事業形態 ○ ○ 企業の事業形態

事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の国内外別年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の国内年間売上高）
事業所全体年間売上高（収入種類別、個人・法人別） ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の年間売上高）
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の国内外年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の年間売上高「洋楽」）

企業全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 企業全体年間売上高（その他業務の内訳）

年間営業費用（外注費の国内国外別） ○ 年間営業費用（制作費） ○ 年間営業費用（制作費）
年間営業費用（配給権獲得費） ○ 年間営業費用（著作権使用料）
年間営業費用（配収支払費） ○ 年間営業費用（広告宣伝費）
年間営業費用（版権獲得費） ○
年間営業費用（広告宣伝費） ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数）

アニメーション作品による収入 ○ ○ 業務種類別の音楽配信収入の割合
インターネット配信に係るロイヤリティー収入の割合 ○ ○ 音楽ソフト年間生産数量
映画製作本数、配給本数（作品数） ○ 製作したラジオ番組の年間総時間
テレビ番組製作本数、配給本数（タイトル数） ○
ビデオ（ＤＶＤを含む。）製作本数、配給本数（プリント本数） ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 企業名及び所在地 ○ ○ 企業名及び所在地
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額
本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 企業全体年間売上高 ○ ○ 企業全体年間売上高
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の年間売上高）

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計）
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額）
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（原価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費）
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費）
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料）

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計）
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」）
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」）
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」）
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額）

事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 企業全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 企業全体の従業者数・事業従事者数
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計）

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

新聞業 精粗
都道府
県表章

出版業 精粗
都道府
県表章

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 精粗
都道府
県表章

電子メディアへの配信の有無と配信形態・配信種類 ○ 書籍新刊発行点数及び発行部数（内訳） ○ 貸スタジオ業務における保有スタジオ数、貸出し時間 ○
雑誌発行銘柄数及び発行部数（内訳） ○
国内、国外別のロイヤリティ収入の割合 ○

企業の事業形態 ○ ○ 企業の系統 ○ ○ 企業の系統 ○ ○

企業全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 企業全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 企業全体年間売上高（その他業務の内訳） ○
企業全体年間売上高（収入種類別の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○

企業全体年間売上高（ニュース供給業務の収入区分別の年間売上高） ○

年間営業費用（広告宣伝費） ○ 年間営業費用（印税・原稿料） ○
年間営業費用（広告宣伝費） ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

新聞発行種類 ○ 返品率 ○ ○ ニュース供給業務の配信先別配信収入割合 ○
書籍新刊発行点数及び発行部数（合計） ○ ○
雑誌発行銘柄数及び発行部数（合計） ○ ○

企業名及び所在地 ○ ○ 企業名及び所在地 ○ ○ 企業名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○

企業全体年間売上高 ○ ○ 企業全体年間売上高 ○ ○ 企業全体年間売上高 ○ ○
企業全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 企業全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

企業全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 企業全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 企業全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

クレジットカード業，割賦金融業 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

各種物品賃貸業 精粗
都道府
県表章

産業用機械器具賃貸業 精粗
都道府
県表章

クレジットカード発行枚数におけるICカードの割合 リース業務の年間契約件数（内訳） ○ リース業務の年間契約件数（内訳） ○
クレジットカードの産業別提携先企業数 リース業務の契約期間 ○ リース業務の契約期間 ○
年会費別のクレジットカードの種類及び発行枚数

企業の系統

企業全体年間売上（取扱）高（その他業務の内訳） レンタル年間売上高 ○ ○ レンタル年間売上高 ○ ○
企業全体年間売上（取扱）高（業務種類別の年間売上高） レンタル年間売上高（物件種類別） ○ ○ レンタル年間売上高（物件種類別） ○ ○
企業全体年間売上（取扱）高（販売信用業務における産業別信用供与額） 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○
企業全体年間売上（取扱）高（営業収入額）

年間営業費用（貸倒引当金繰入額）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（貸与資産原価） ○ 年間営業費用（貸与資産原価） ○
年間営業費用（金融費用）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（リース投資資産原価） ○ 年間営業費用（リース投資資産原価） ○
年間営業費用（広告宣伝費）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（資金原価） ○ 年間営業費用（資金原価） ○

営業用固定資産取得額（機械設備装置「レンタル・リース物件」） ○ 営業用固定資産取得額（機械設備装置「レンタル・リース物件」） ○
リース投資資産取得額 ○ リース投資資産取得額 ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

取扱残高 リース年間契約高 ○ ○ リース年間契約高 ○ ○
自社クレジットカードの産業別自社開拓加盟店数 リース年間契約高（物件種類別） ○ ○ リース年間契約高（物件種類別） ○ ○
クレジットカード会員（契約）数 リース業務の年間契約件数 ○ リース業務の年間契約件数 ○
クレジットカード発行枚数

企業名及び所在地 事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○

本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○ ○

企業全体年間売上（取扱）高 事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○ ○
企業全体年間売上（取扱）高（小分類業務の年間売上高） 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（減価償却費） 年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（外注費）（企業全体・当該業務別） 年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○
年間営業費用（賃借料）（企業全体・当該業務別）

営業用固定資産取得額（合計） 営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

企業全体の従業者数・事業従事者数 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

自動車賃貸業 精粗
都道府
県表章

スポーツ・娯楽用品賃貸業 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

デザイン業 精粗
都道府
県表章

リース業務の年間契約件数（内訳） ○ ○ 主たる貸し出し物件
年間売上高のインタネット受付割合 ○ ○ 年間営業日数

レンタル年間売上高 ○ ○ レンタル年間売上高 事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○
レンタル年間売上高（物件種類別） ○ ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○

年間営業費用（貸与資産原価） ○ 年間営業費用（貸与資産原価）
年間営業費用（リース投資資産原価） ○ 年間営業費用（リース投資資産原価）
年間営業費用（資金原価） ○ 年間営業費用（資金原価）

営業用固定資産取得額（機械設備装置「レンタル・リース物件」） ○ 営業用固定資産取得額（機械設備装置「レンタル・リース物件」）
リース投資資産取得額 ○ リース投資資産取得額

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

レンタル年間契約件数 ○ ○ 保有数量
レンタル年間契約件数（法人個人別） ○ 貸し出し数量
リース年間契約高 ○ ○
リース年間契約高（物件種類別） ○ ○
リース業務の年間契約件数 ○ ○
保有数量（レンタル・リース別） ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 経営組織及び資本金額 ○ ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 事業所全体年間売上高 ○ ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） 年間営業費用（外注費） ○

年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） 事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 主たる業務の契約先別割合 ○
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

機械設計業 精粗
都道府
県表章

広告業 精粗
都道府
県表章

計量証明業 【精粗導入せず】 精粗
都道府
県表章

事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別の年間売上高） ○
事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○ 事業所全体年間売上高（その他業務の内訳） ○

年間営業費用（媒体費） ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」 ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数 ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○ 主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○



業種別、調査事項の精粗について

「精粗」の欄に「○」を記載している調査事項は全対象が記載する事項

３階

２階

１階

機械修理業 精粗
都道府
県表章

電気機械器具修理業 精粗
都道府
県表章

事業所全体年間売上高（業務形態別） ○ 事業所全体年間売上高（業務形態別） ○
事業所全体年間売上高（契約種類別） ○ 事業所全体年間売上高（契約種類別） ○

事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○ 事業所全体年間売上高（業務種類別） ○ ○
事業所全体年間売上高（発注元別） ○ ○ 事業所全体年間売上高（発注元別） ○ ○

主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○ 主たる業務の事業従事者数（部門別事業従事者数） ○

事業所名及び所在地 ○ ○ 事業所名及び所在地 ○ ○
経営組織及び資本金額 ○ ○ 経営組織及び資本金額 ○ ○
本社・支社別 ○ ○ 本社・支社別 ○ ○

事業所全体年間売上高 ○ ○ 事業所全体年間売上高 ○ ○
事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○ 事業所全体年間売上高（小分類業務の年間売上高） ○ ○

年間営業費用（合計） ○ ○ 年間営業費用（合計） ○ ○
年間営業費用（給与支給額） ○ 年間営業費用（給与支給額） ○
年間営業費用（外注費） ○ 年間営業費用（外注費） ○
年間営業費用（減価償却費） ○ 年間営業費用（減価償却費） ○
年間営業費用（賃借料） ○ 年間営業費用（賃借料） ○

営業用固定資産取得額（合計） ○ 営業用固定資産取得額（合計） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「機械設備装置」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「土地」） ○
営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○ 営業用固定資産取得額（有形固定資産「建物・その他の有形固定資産」） ○
営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○ 営業用固定資産取得額（無形固定資産取得額） ○

事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○ 事業所全体の従業者数・事業従事者数（合計・内訳） ○ ○
主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○ 主たる業務の事業従事者数（合計） ○ ○

主たる業務の契約先別割合 ○ 主たる業務の契約先別割合 ○
主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○ 主たる業務の契約先別割合（同業者） ○ ○


